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３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1018430 東京都千代田区一ツ橋２

１２学術総合センター 大学共同利用機関
法人情報・システム研究機構 国立情報学研
究所 総務部 会計課 渡邉 駿 電話
0342122053
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 平成30年９月
13日16時00分 学術総合センター22階会議室
 入札書の受領期限 平成30年10月29日17時
00分
 開札の日時及び場所 平成30年11月22日15
時00分 学術総合センター19階1906Ａ入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に総合
評価のための書類及び本公告に示した特定役
務を履行できることを証明する書類を添付し
て入札書の受領期限までに提出しなければな
らない。入札者は、開札日の前日までの間に
おいて、機構長から当該書類に関し説明を求
められた場合は、それに応じなければならな
い。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した特定役
務を履行できると機構長が判断した入札者で
あって、大学共同利用機関法人情報・システ
ム研究機構の契約事務取扱規程第13条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で、機構長が入札説明書で指定する必須と
した項目の最低限の要求要件をすべて満たし
ている提案をした入札者の中から、機構長が
入札説明書で定める総合評価の方法をもって
落札者を定める。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Ryoichi FUJII, President

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 29

 Nature and quantity of the services to be

required : Monitoring and Operation for

Science Information NETwork 5 (SINET5)

in fiscal 2019 1 Set

 Fulfillment period : From 1 April, 2019

through 31 March, 2022

 Fulfillment place : The places specified

by the Obligating Officer

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

National Institute of Informatics Furt‑

hermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2018 in the

Kanto・Koshinetsu area in offer of ser‑
vices for participating in tenders by Sin‑

gle qualification for every ministry and

agency,

Ｃ meet the qualification requirements

which President may specify in accor‑

dance with Article 6 of the Regulation,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President.

 Time limit of tender : 17 : 00 29 October,

2018

 Contact point for the notice : Shun

Watanabe, Budget and Accounts Division,

National Institute of Informatics, Research

Organization of Information and Systems,

National Center Of Sciences Bldg. 212
Hitotsubashi Chiyoda‑ku Tokyo 1018430
Japan, TEL 0342122053

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年９月６日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 石原 康弘

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 横浜湘南道路小雀地区高架橋上部
工事（電子入札対象案件）（電子契約試行対象
案件）
 工事場所 神奈川県横浜市戸塚区小雀町地
先
 工事内容 工場製作工 １式、鋼３径間連
続少数鈑桁橋（上下線） 約500ｔ、工場製
品輸送工 １式、橋梁付属物工 １式、架設
工（Ｌ＝1321ｍ、118ｍ） １式、鋼橋足場
等設置工 １式、床版工 約2600、仮設
工 １式
 工期 契約締結の翌日から平成33年３月27
日まで。
 使用する主要な資機材 鋼材 約500ｔ
 本工事は、入札時に技術提案［ＶＥ提案］
を受け付けるとともに、「工事全般の施工計
画」を求め、価格と価格以外の要素を総合的
に評価して落札者を決定する入札時ＶＥ方式
［総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）］
の工事である。また、品質確保のための体制
その他の施工体制の確保状況を確認し、施工
内容を確実に実現できるかどうかについて審
査し、評価を行う施工体制確認型総合評価落
札方式の試行工事である。また、本工事は、
契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける
契約後ＶＥ方式の試行工事である。
 本工事は資料提出、入札等を電子入札シス
テムで行う対象工事である。ただし、電子入
札システムによりがたいものは、発注者の承
諾を得て紙入札方式に代えるものとする。ま
た、紙入札の承諾に関しては関東地方整備局
総務部契約課に承諾願を提出するものとす
る。
詳細は、入札説明書による。

 本工事は建設工事に係る資材の再資源化等
に関する法律（平成12年法律第104号）に基
づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の
再資源化等の実施が義務付けられた工事であ
る。
 本工事は、競争参加資格確認資料の作成に
あたり設計業務成果を閲覧に供する試行工事
である。なお、閲覧の対象者は本工事の入札
参加希望者であり入札説明書を入手した者と
する。閲覧方法等の詳細は入札説明書による。
 本工事は、総価契約単価合意方式の対象工
事である。
本工事では、契約変更等における協議の円
滑化に資するため、契約締結後に、受発注者
間の協議により総価契約の内訳としての単価
等について合意するものとする。
詳細は入札説明書による。

 本工事は、工期設定の根拠とした工事に必
要な関係機関との調整、住民合意、用地確保、
法定手続きなどの進捗状況を踏まえた工事工
程表を開示することにより、適切な工期設定
の取組を行う「工事工程表の開示試行工事」
である。
 本工事は、平成31年１月31日までの契約手
続きにかかる書類の授受を、原則として電子
契約システムで行う試行対象工事である。な
お、電子契約システムによりがたい場合は、
発注者の承諾を得て紙方式に代えるものとす
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おける鋼橋上部工事に係る一般競争参加資格
の認定を受けていること（会社更生法（平成
14年法律第154号）に基づき更生手続開始の
申立てがなされている者又は民事再生法（平
成11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については、手続
開始の決定後、関東地方整備局長（以下「局
長」という。）が別に定める手続に基づく一般
競争参加資格の再認定を受けていること。）。
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